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評価（３月）

B

A

B１　教務課

２　研修課

３　情報
　教育課

A

手引きを活用しながら新転任者に対し必要な研修を計画的に実施するとともに、
研修をスムーズに運営できるよう主催者と連携して資料準備や機器の設置等を行
う。
全国教員研修プラットフォーム「Plant」での研修申込がスムーズに進むよう、課の
中で責任者を決めたり、職員全体へログインや入力の方法を周知する場を設けた
りする。

B

〇児童生徒一人ひとりに応じた年間
指導計画の作成は大変ですが、その
充実は大切なので計画的に進めてく
ださい。
〇交流及び共同学習については、実
施回数を増やすなど取組を拡大して、
相互理解を一層進めてほしい。

B

B A

〇指導・支援の専門性は必要なので、
そのための研修を継続して実施してく
ださい。

〇ICT活用能力は、ICTを使用しないと
伸びませんので、積極的に活用してく
ださい。
〇IT技術の進化に対応できるよう、計
画的に教職員のICT活用能力を高め
てください。

B

A

B B

校務サーバ内のデータを整理
し、個人情報等の重要なファイ
ルの紛失等、情報漏えいの防止
に努める。 学期に一度、それぞれの学部グループ担当が校務サーバ等のデータ保管場所内

の点検を行い適宜整理を行う。

【成果】
〇ICTを活用して授業改善に取り組む
教員が増えてきたこと。
〇学校行事全般について包括的に計
画を立てたことで、学校行事や各学部
の活動を円滑に実施できたこと。
〇児童生徒が安全に学校生活を送る
ことができるよう、いじめや問題行動
の未然防止等に向け、校内委員会を
中心に学校チームとして取り組むこと
ができたこと。

【課題】
●ICT機器の適切な使用及び効果的
な活用を推進すること。
●一般学級と重複学級の連携を図
り、小学部・中学部の２部体制による
組織運営への移行を推進すること。
●緊急時対応に向けた体制づくりを
推進すること。

昨年度の成果と課題

学校運営方針

具体的目標

児童生徒の発達段階に応じた
教育実践ができる。

業務内容の精選及び円滑な業
務の推進に努める。

○全教職員の共通理解と連携・協働のもと、多様化する教育的ニーズを把握し、たくましく生きる力を育む指導内容・方法を工夫し、創意と活力に満ちた教育活動を展開する。
○地域社会、関係諸機関との連携を深めるとともに、地域から信頼され、地域に開かれた特色ある学校づくりに努め、地域における特別支援教育のセンターとしての役割を充実させる。
○学校と保護者が相互に連携・協働し、信頼関係を築く中で、教育活動の充実発展を図る。
〇全教育活動をとおして、ＩＣＴ活用を推進し、教育内容の充実及び校務の効率化を図る。

具　体　的　方　策

年間指導計画を見直す機会を設定してカリキュラムマネジメントを意識した内容の
充実を図る。

個別の教育支援計画や個別の指導計画を基にした適切な授業の評価や改善を
図る。

系統的・教科横断的な視点での教育課程の改善を図る。

統合型校務支援システムの管理面における整備及び活用の推進に努める。

業務内容を明確に示し、効率的に仕事を進めることができる体制づくりを行う。

年　度　重　点　目　標

○「キャリアパスポート」の効果的な活用を進め、発達の段階に応じた系統的なキャリア教育を推進する。

○協働体制の確立と業務内容の精選及びＩＣＴ機器の効果的な活用により、業務の機能化・効率化を図る。

○ＯＪＴによる計画的な人材育成を図り、若年教員及びミドルリーダーの育成に努めると共に、持続可能な組織運営に努める。

○地域における特別支援教育のセンター的機能の充実を図り、組織的な支援体制を充実させる。

○２部体制（小学部・中学部）による組織運営の円滑な実施に向け準備を進める。

○保護者並びに医療・福祉等関係機関との連携を強化し、児童生徒の指導及び支援の充実を図る。

一人一人の可能性を伸ばす教育の実践

学校組織の活性化及び業務の効率化の
推進

健康で安全な生活を送るための学校づく
りの推進

○ＩＣＴ機器の適切かつ効果的な活用を促進し、授業実践を交流する。

学校教育研究に関する業務が
円滑に進むよう、企画・立案・実
施する。

教職員一人一人の専門性と指
導力の向上を図るため、職員研
修を企画・立案・実施する。

ICT教育の推進を図り、児童生
徒・教職員のICT活用能力を高
める。

事前に学部主事と打合わせをした上で、研究推進委員会で研修内容や研究推進
方法について検討し、全校の共通理解を図りながら研修を進める。

各課主催の研修会を集約し、教育活動や日常業務に効果的な職員研修を実施す
る。

報告・連絡・相談を密に行いながら、各業務に計画的に取り組む。

研究主題のもと、研究推進委員を中心に各学部・グループの研究を推進する。

校務サーバ内のデータは常に整理整頓されているよう心掛けるよう定期的に呼び
掛けたり、安全な場所にバックアップを保管したりする。

生徒ＦＳ内のデータが溜まりすぎないよう、毎月１日に整理の呼び掛けを行う。

研究実践のための研修日を確保し、研修計画を立て、計画的に進める。

ＩＣＴ支援員の業務日誌や来校日カレンダーを作成・運用することで、教職員がより
効果的・積極的にＩＣＴ支援員を活用できるようにする。

学　校　運　営　計　画　（４月）

B B

具　体　的　目　標

○児童生徒一人一人の実態に応じたわかる授業を実践し、「子供の学びを深める授業づくり」に努める。

○学部間の連携を深め、系統的な生活単元学習の内容の充実を図る。

○目標に挑戦し自他を認め合う活動を通して、自己肯定感・自己有用感の育成を図る。

○外部専門家等の活用を通して、効果的な指導体制及び教育環境づくりに努める。

○危機管理マニュアル等に基づいた緊急時対応の確実な実施に努める。

○災害時に備え児童生徒の実態に応じた防災備蓄品の整備を行う。

・タブレット端末の使用率が向上していることに伴い、生徒FSの使用
率も上がり、データ整理の必要性も高まっている。より良い整理方法
を探りつつ、より安全なデータ管理をしていく。

○医療的ケアが安全に実施できるよう関係者間の連携を図る。

様式5

自己評価

令和　７　年度　　学校評価書　　　（計画段階・実施段階）

福岡県立嘉穂特別支援学校

学校関係者評価

次年度の主な課題

・教科の系統性を考えながら９年間の学びが分かる年間指導計画
の作成に向けて、学校教育研究と関連付けて研修課や教育支援課
と連携しながら進めていく。
・星本の有効的な活用方法について、全職員に紹介する機会を設
定したい。
・個別の指導計画（通知表）については、新様式についての説明を
次年度当初に行い、職員への周知を図る。

・教務課内での業務の整理を本年度も行った。次年度から教育実習
を研修課に、交流及び共同学習は教育支援課へ移行する。初年度
となるため、研修課と教育支援課と連携を取りながらスムーズに業
務を移行できるようにする。
・教務課内の業務に関しては、引き続き、役割分担を明確に行い、
円滑に進めるようにする。
・次年度から教務課・教育支援課と協同しながら学校教育研究に取
り組むため、密に連携を取って研究内容や研修方法について話し合
い、明確に役割分担しながら推進していく。また、年度当初に引継の
時間を十分に確保し、研究推進メンバーが研修の意図を十分に踏
まえたうえで運営できるようにする。学部・グループ等に説明する際
は、説明の方法を検討し、一度の説明でどの程度理解してほしいの
かを明確にする。

・年度初めの研修（特に新転任者研修）の内容の見直しを今年度同
様に行うとともに、スムーズに運営できるよう欠席者の連絡と集約方
法を検討する。新転任者研修の手引きについては、データ化し、タ
ブレットで閲覧することができるようにしていく。
・Plantについては、研修申し込みが始まる前に職員会議の場を利
用してログイン及び申し込み方法を周知するとともに、今年度作成し
た手引書を活用して説明を行っていく。

・新しい機種が入ってきたり、リース品を返却する必要があったりと、
機器の増減が多いタイミングになるので、情報教育課全員で点検・
管理を徹底する必要がある。
・ICT支援員の業務日誌を基に、実績を具体的に紹介したり協力を
促したりすることで、教職員のＩＣＴ活用能力の向上と業務の効率化
を図っていく。

ICT機器の不具合や故障には迅速に対応し、貸出簿等でＰＣ室の環境を調整して
おくことで、児童生徒・教職員がICT機器を日常的に使いやすいようにする。

ＩＣＴ支援員の協力を得ながら、タブレット端末や電子黒板等の使用方法、活用例
等の紹介を定期的に行う。

特２０
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５　生徒
　指導課

６　保健
　指導課

生徒指導の充実を図る。

児童生徒が安全に学校生活を
送ることができる体制を構築す
る。

健康な生活を送るための学校づ
くりを推進する。

安全な生活を送るための学校づ
くりを推進する。

児童生徒が主体的に委員会活動・全校集会・児童生徒会・運動会等に参加するこ
とができるよう、生徒指導課を中心に内容を十分に検討し、活躍できる場の設定を
行う。

学校生活アンケート結果から、児童生徒の特性の把握、 問題行動等の早期発
見・早期解決を図る。状況に応じて、いじめ対策委員会を開催し、課題の把握、各
関係機関との連携に努め、方向性を示す等、支援体制の充実を図る。

生徒指導課が率先して、日常生活や学習の場で、生徒指導 の三機能（自己決
定・自己存在感・共感的人間関係）を意識し た積極的な生徒指導を心掛ける。

緊急時において、組織的かつ迅速な対応を図るために、 危機管理マニュアルの
見直し及び共通理解を図る。

通学バス、放課後等デイサービス車両の安全な誘導や児童 生徒の安全な引き渡
しについてルールの徹底を図る。

児童生徒の変化に常にアンテナを張り、生徒指導課を中心 に、児童生徒の情報
収集に努め、必要に応じて、学部や全職員に周知する。

教材や指導案等の共有化を図り、健康教育を年３回計画実施し、健康教育の推
進に努めるとともに、SCや外部専門家を活用し、指導の工夫に努める。

感染症対策の推進を図る。（健康観察の徹底、マニュアル作成、PM2.5や感染状
況の情報提供等）

食に関する事故を防止するために、食物アレルギーや形態食、食中毒等の対応
を整理する。

校内のヒヤリハット事案を収集し、学校全体に周知していくことで、職員の安全意
識を高めることに努める。

隔月で校内安全点検を行い、事務室と連携し補修等を行う。（危険箇所の報告を
即時事務室に直接連絡することを周知し早急な安全対策の整備を行う）

衛生環境や緊急時体制を整え、安全な医療的ケアを実施できるよう努める。

８　進路
　指導課

４　庶務課

７　教育
　支援課

B

B A

〇PTA活動に参加される家庭が増え
たことは、PTAの運営がうまく進んでい
ると考えられますので、これからも児
童生徒及び保護者のニーズを踏まえ
ながらPTAを運営してください。

A

B

〇進路に関しては、児童生徒の指導
だけでなく、保護者への理解啓発等も
推進してください。
〇現場実習を通して、保護者の進路
に対する意識を更に高めてください。

B

・次年度の40周年記念行事にむけてどのような計画を立てていくの
か、また児童生徒が主体的に参加するための工夫等を考えていく必
要がある。
・学校生活アンケートでは、表出に課題のある児童生徒を取り残さ
ない工夫が必要である。また、アンケート結果のみに目を向けるの
ではなく、日常生活から児童生徒の小さな変化を見逃さないことを
全体に周知していく。

・今年度、不審者対応訓練等にて警察の方からお褒めの言葉をい
ただいた半面、緊急時の対応について見直すべきところが多く見つ
かった。不審者対応のマニュアルの見直しや設備の充実等を行って
いく必要がある。
・現在、誘導係を係が担当しているがクラスの児童生徒の送迎や対
応等もあり、継続していくことの困難さを感じている。改めてデイ側に
はルールの徹底を依頼すると共に校内での体制について見直す必
要がある。

・性に関する指導では、助産師の才田先生に来ていただいた。子ど
もたちと話しながらの講演だったのでよく話を聞けていた。しかし、時
期的には１月末と寒さが少し厳しい中で行ったので、次年度は実施
時期について検討する必要がある。
・感染症や衛生面での対策については、原則、学校の洗濯機で児
童生徒の体操服等の私物を洗濯しないことを徹底する必要がある
ため、改善策を考える必要がある。

・今年度からヒヤリハットの集計と報告を行い、予想よりも多くのヒヤ
リハット件数が上がってきたため、毎月の職員会議の報告後にペア
ワークを取り入れてヒヤリハットの未然対策等について考え、職員
の危機意識が少しずつ高まってきた。次年度は、更に職員一人ひと
りが危機意識を高めるための具体策を考える必要がある。
・医療的ケアに関しては、医療的ケア専用のマニュアルを校内だけ
でなく校外用に作成するなど、より安心で安全な体制を整えることが
できた。

B

B

〇生活アンケートに記入できない児童
生徒の困り感に気付くことができるよ
う、職員は、日々、アンテナを高くしてく
ださい。

〇ヒヤリハットの取組で、重大事案を
防ぐ取組を、今後も継続してください。
〇ヒヤリハットの対策を継続して、先
生方の危機意識を高めてください。

A

B

B

B

B

B

保護者からの多様なニーズに対
して、適切に情報を伝えられる
ような提供の仕方や職員研修を
行う。

B

B A

〇校内人材バンクの活用で、多面的
な教育相談の充実を図ってください。

B

校内の人材を活用したり、ニーズの聞き取りを行ったりして、教育相談や巡回相
談、研修会の協力等を行う。

職員の業務を円滑に進めるため
に、環境整備に努める。

PTA活動の推進を通して本校の
教育活動の活性化を図る。

地域における特別支援教育の
センター的機能の充実を図る。

校内外に向けて特別支援教育
に関する情報の提供を行う。

進路指導や現場実習を通して、
多様な選択肢があることを指導
しながら、適切な進路保障に努
める。

B

B正確な情報が提供できるように、高等部や施設との連携を密接に行う。

本校の状況や職員のニーズに合わせた職員研修を行う。

進路情報の掲示や進路便りの充実等を通して、保護者や職員への情報提供を行
う。

保護者のニーズを把握し、他分掌と連携した進路研修に努める。

地域のニーズや特徴を把握し、適切な助言や関係諸機関とつながりをもつことが
できるように努める。

センター的機能の拠点校として関係諸機関との連携を強化する。

校内の支援体制を構築・周知し、効果的な支援を実施することができる。

校外への情報提供は、学校HPや地域支援だより、教育相談リーフレット等を通し
て行う。また、夏季休業中に講師を招聘して特別支援教育講演会を開催する。

　・〇いじめ、不登校の対策として、いじめ対策委員会を中心とする組織的な対応を継続しながら、日々、職員一人ひとりのアンテナが高くなるように、適宜、職員会議等で確認する。
　・〇ヒヤリハットの未然防止・早期対応を行いながら重大事案を防ぐために、毎月の職員会議等で報告及びペアワーク等を継続して、職員一人ひとりの危機意識の向上を図る。
　・
　・

評価項目以外のものに関する意見

〇児童生徒の社会的自立に向け、全職員が一丸となって
取り組んでいる様子が伺えますので、次年度の課題解決
に向けて取り組んでください。

　・〇IT技術の進化にも対応できるよう、計画的に教職員のICT活用能力を高めるための研修を設定する。

・本年度はPTAと合同で施設見学や、進路サポートセミナー等を
行った。保護者と職員のニーズを把握してより有意義なものになる
ように、庶務課等の他の分掌とも連携しながら活動内容を考える必
要がある。

・定期的に行う教室や学校備品の点検業務では、備品の破損や紛
失等が少なからずあるため、管理方法や管理場所等を周知して備
品の状況を把握し、適切に活用できるようにする。

各学部・グループのニーズに応じて外部専門家講師を招聘し、教員間で情報を共
有するように努める。

分掌内の業務分担を見直し、適切な進路指導ができるように努める。

身分証の作成やロッカー等の準備など、新転任者の歓迎の準備をする。

自己評価及び学校関係者評価を踏まえた今後の改善策

・PTA役員と協力して保護者同士の交流を促す活動を計画し、PTA
活動に参加する家庭数を増やすことができた。また、他の分掌が主
催する研修会とPTA研修を共催することでをより家庭に関心をもって
もらう機会となった。研修内容に広がりが出るように、他の分掌との
連携、協力を検討する。

・教育相談は、人材育成のためにも複数体制で実施したい。また、
事前に電話等でニーズの聞き取りを行い、限られた時間の中で効
果的な相談ができるようにする。
・相談内容に応じて、校内人材バンクを活用し、より効果的な相談が
行えるようにする。

・支援の必要な児童生徒が適切な支援を受けられるよう、学部・グ
ループ会等で児童生徒について情報共有された内容を課会で共有
する時間を設け、困り感を抱えている児童生徒を取りこぼさないよう
に対応する必要がある。
・外部専門家活用事業では、今後も職員へアンケートを実施し、ニー
ズに応じて外部専門家を招聘し、活用したことのない教員や経験の
浅い教員に積極的に活用してもらえるよう働きかける。

・生徒や保護者が進路について検討する際に参考になるように、地
域の福祉施設の詳細な情報や今までの施設見学等で得た情報・資
料を整理したり更新したりするとともに、簡易に職員や生徒・保護者
がその情報を共有できるような仕組みを考える必要がある。

個々の進路に応じた十分な情報提供ができるように学校見学や施設見学を実施
する。

各種機関からの案内やパンフレット等の集約・配布・回覧を行う。

PTA理事会や総会の運営補助を行う。

保護者と協力しながら広報部、厚生部、研修部のそれぞれの部において年２回程
度の活動を実施する。

学校保険に関する加入案内、入会補助、補償活用時の手続き補助等を行う。

新年度準備（職員室座席配置、内線番号の変更、職員一覧作成、等）や教室配備
品の点検や整備を行い、環境整備に努める。


